
 

○技術基準対象施設の維持に関し必要な事項を定める告示 

（平成十九年三月二十六日） 

（国土交通省告示第三百六十四号） 

改正 平成二二年 九月 六日国土交通省告示第一〇一五号 

同 二六年 三月二八日同      第 三九四号 

同 二九年一二月二六日同      第一一九五号 

同 三〇年 三月三一日同      第 五五七号 

令和 七年一二月二三日同      第千八十三号 

港湾の施設の技術上の基準を定める省令（平成十九年国土交通省令第十五号）第四条第六項の規定に

基づき、技術基準対象施設の維持に関し必要な事項を定める告示を次のように定める。 

技術基準対象施設の維持に関し必要な事項を定める告示 

（用語の定義） 

第一条 この告示において使用する用語は、港湾の施設の技術上の基準を定める省令（平成十九年国土

交通省令第十五号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。 

（維持管理計画等） 

第二条 技術基準対象施設の維持管理計画等は、当該施設の設置者が定めることを標準とする。 

２ 維持管理計画等は、当該施設の損傷、劣化その他の変状についての計画的かつ適切な点検診断の時

期、対象とする部位及び方法等について定めるものとする。 

３ 維持管理計画等は、前項に規定するもののほか、次の各号に掲げる事項について定めることを標準

とする。 

一 当該施設の供用期間 

二 当該施設全体及び当該施設を構成する部材の維持管理並びに当該施設の置かれる気象の状況及

び将来の見通しを勘案した維持管理についての基本的な考え方 

三 当該施設の損傷、劣化その他の変状についての計画的かつ適切な維持工事等 

四 前各号に掲げるもののほか、当該施設を良好な状態に維持するために必要な維持管理 

４ 維持管理計画等を定めるに当たっては、省令第六条に基づき設定される当該施設が置かれる諸条件、

設計供用期間、構造特性、材料特性、点検診断及び維持工事等の難易度並びに当該施設の重要度等に

ついて、勘案するものとする。 

５ 維持管理計画等を定めるに当たっては、当該施設の損傷、劣化その他の変状についての点検診断、

当該施設全体の維持に係る総合的な評価、維持工事等その他維持管理に関する専門的知識及び技術又

は技能を有する者の意見を聴くことを標準とする。ただし、当該維持管理計画等を定める者が当該専

門的知識及び技術又は技能を有する場合は、この限りでない。 

６ 当該施設の用途の変更、第３項第一号で定める供用期間の変更又は維持管理に係る技術革新等の情

勢の変化により必要が生じたときは、維持管理計画等を変更することを標準とする。 

７ 第４項及び第５項の規定は、維持管理計画等の変更について準用する。 

（維持管理計画等に定める事項の実施） 

第三条 維持管理計画等に定める事項を実施するに当たっては、当該施設の損傷、劣化その他の変状に

ついての点検診断、当該施設全体の維持に係る総合的な評価及び維持工事その他の維持管理に関する

専門的知識及び技術又は技能を有する者の下で行うことを標準とする。 

（技術基準対象施設の点検診断） 



 

第四条 技術基準対象施設の点検診断は、省令第六条に基づき設定される当該施設が置かれる諸条件、

設計供用期間、構造特性、材料特性、点検診断及び維持工事等の難易度並びに当該施設の重要度等を

勘案して、適切な時期に、適切な方法により行うものとする。 

２ 技術基準対象施設の定期的な点検診断は、五年（当該施設の損壊に伴い、人命、財産又は社会経済

活動に重大な影響を及ぼすおそれのあるものにあっては、三年）以内ごとに行うものとする。 

３ 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第五十六条の二の二十一第一項に規定する特定技術基準

対象施設であって、非常災害により損壊した場合において、同法第五十五条の三の五第一項に規定す

る緊急確保航路に隣接する港湾区域内の水域施設（岸壁又は桟橋（いずれも当該港湾の同法第三条の

三第一項に規定する港湾計画において、大規模地震対策施設（港湾計画の基本的な事項に関する基準

を定める省令（昭和四十九年運輸省令第三十五号）第十六条の大規模地震対策施設をいう。)として

定められているものに限る。）の機能を確保するための航路及び泊地に限る。）における船舶の交通に

著しい支障を及ぼすおそれのある護岸、岸壁及び桟橋のうち、港湾管理者以外の者（国及び地方公共

団体を除く。）が管理するものの定期的な点検診断は、前項の規定にかかわらず、二年以内ごとに行

うものとする。 

４ 前二項に規定する定期的な点検診断のうち、詳細な点検診断については、当該施設の重要度等を勘

案して、適切な時期に行うものとする。 

５ 技術基準対象施設の点検診断は、第二項及び第三項に規定するもののほか、日常の点検を行うとと

もに、必要に応じて、臨時の点検診断を行うものとする。 

 

（危険防止に関する対策） 

第五条 技術基準対象施設の設置者は、省令第四条第五項に規定する運用方法の明確化その他の危険防

止に関する対策として、自然状況、利用状況その他の当該施設が置かれる諸条件を勘案して、次の各

号に掲げる対策を行うことを標準とする。 

一 当該施設の運用前及び運用後における点検又は検査並びに当該措置の実施について責任を有す

る者の明確化 

二 荒天時において当該施設を安全な状態に維持するために必要な措置及び当該措置の実施につい

て責任を有する者の明確化 

三 運用時において、当該施設の移動を伴うものについては、当該施設の風による逸走防止に必要な

措置及び当該措置の実施について責任を有する者の明確化 

四 運用時において、移動式荷役機械を使用する施設については、当該施設における衝突防止に必要

な措置及び当該措置の実施について責任を有する者の明確化 

五 前各号に掲げるもののほか、当該施設を安全な状態に維持するために必要な運用規程の整備又は

当該施設の管理者等により整備された運用規程の確認 

２ 前項各号に掲げる対策は、相互に関連性をもって一体的に運用される技術基準対象施設及び当該施

設周辺の施設の安全確保に関する専門的知識及び技術又は技能を有する者の下で行うことを標準と

する。 

（管理委託に係る技術基準対象施設の維持管理） 

第六条 国土交通大臣が港湾法その他の法律により港湾管理者に管理を委託する技術基準対象施設の

維持管理については、港湾管理者は、当該施設について国土交通大臣が定めた維持管理計画に基づき、

当該施設の適切な維持管理を行うことを標準とする。 



 

２ 国土交通大臣より技術基準対象施設の管理の委託を受けようとする港湾管理者は、適切な維持管理

を行うために必要と認めるときは、国土交通大臣に対して当該維持管理計画の変更を求めることがで

きるものとする。 

３ 国土交通大臣は、管理を委託している技術基準対象施設の用途の変更、第二条第３項第一号で定め

る供用期間の変更又は維持管理に係る技術革新等の情勢の変化により必要が生じたときは、港湾管理

者と協議の上、維持管理計画を変更できるものとする。 

４ 第二項の規定は、国土交通大臣より技術基準対象施設の管理の委託を受けている港湾管理者につい

て準用する。 

５ 国土交通大臣は、技術基準対象施設の管理の委託に係る契約書（港湾法施行令（昭和二十六年政令

第四号）第十七条の二に規定する契約書をいう。）に、第一項に規定する内容を定めることを標準と

する。 

（供用を停止した技術基準対象施設） 

第七条 供用を停止した技術基準対象施設は、港湾の開発、利用又は保全に支障を与えないよう、必要

に応じて、当該施設の撤去又は適切な維持、当該施設周辺の安全確保その他の適切な措置が講じられ

るものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成十九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に国土交通大臣が港湾管理者に管理を委託している技術基準対象施設につ

いては、国土交通大臣が維持管理計画を定めるまでの間は、第五条の規定は適用しない。 

附 則 （平成二二年九月六日国土交通省告示第一〇一五号） 抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成二十二年九月六日から施行する。 

附 則 （平成二六年三月二八日国土交通省告示第三九四号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二九年一二月二六日国土交通省告示第一一九五号） 抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成三十年四月一日から施行する。 

附 則 （平成三〇年三月三一日国土交通省告示第五五七号） 

この告示は、平成三十年四月一日から施行する。 

附 則 （令和七年十二月二三日国土交通省告示第千八十三号） 

この告示は、令和八年四月一日から施行する。 


